
 

国土強靱化 民間の取組事例 364  被災者等の支援 

地域を守る！ ▶被災者等の支援 20 災害時に支援する 

364 災害時の福祉用具提供を迅速に行う体制の構築 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

一般社団法人日本福祉用具供給協会 
【平成 28 年】 

3010005004430 その他防災関連事業者 
【医療，福祉】 

東京都 

1 取組の概要 

 福祉用具の適切な供給のために、災害時のマニュアルを作成 

 一般社団法人日本福祉用具供給協会は、災害時に優先的に車イスや介護用ベッド等の福祉用具

を避難所や仮設住宅に供給できるよう、自治体と協定を締結している。 

 また、同協会に加盟する会員各社が大災害時において福祉用具等物資の供給協力をすることを

もって、復旧・復興を支援し罹災地に対する社会的貢献を履行すべき行動や手順を簡略に示す

ため「大災害時の対応マニュアル」を策定した。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 67 自治体と福祉用具等物資協定 

 同協会は、福祉用具に関する調査研究を行い、会員事業者に報告するなど福祉用具普及事業を

行っている。同協会では、災害時に提携した自治体からの福祉用具供給要請を受け、国内約350

社の会員企業を通して介護用品や手すり、歩行器等を避難所や医療施設等にレンタルや販売で

提供する体制を平成 23年 12月に整えた。平成28年 12 月末日現在、協定は全国の67自治体

と協定を締結している。 

 

 

 

 

 

 

 

広域的な対応を組み込んだマニュアル 

 同協会の「「大災害時の対応マニュアル」では、災害時、前線「・基幹のふたつの災害対策本部が設

置されることとなっている。前線本部では被災状況とニーズの把握を行い、商品の手配、配送

を行う計画となっている。また基幹本部は、協定に基づかない物資等の手配を行い、複数のブ

ロックに跨る災害時の連絡調整を行う計画となっている。なお、首都直下型地震発生時には、

基幹災害対策本部機能を東京から東北へ移転する事を決めている。 

 

▲優先的に物資提供する介護用品リスト 
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 事前対策として、緊急配送車両登録を行い、自治体「・会員各社「・

メーカー・警察「・消防等「・その他関連団体等の緊急連絡網を整

備している。 

 

福祉用具等供給体制の確認 

 災害時における調達方法や配達方法については、前線災害対策

本部であるブロックごとに確認をし、供給体制を構築した。 

 

 

 

 

 

 

自治体の実施する災害訓練等に参加 

 同協会は、自治体の実施する災害訓練に参加し、福祉用具の要請から搬入「・適合確認「・完了報告

までの手順を確認している。 

 また、災害訓練時に「「疑似体験訓練」を実施し、参加者が避難行動要支援者を疑似体験すること

で、要支援者の立場を理解し、福祉用具を実際使用し、災害時の円滑な支援方法について学ぶ

機会を提供している。 

 

3 取組の平時における利活用の状況 

  災害時に同協定で供給される福祉用具が正しく、必要な方に使われるよう利用者やケアマネジ

ャーに対して福祉用具の選定・利用に関する情報提供を行っている。参加者からは今まで以上

に福祉用具の奥の深さやそれぞれ違った環境やレベルに合わせたフィッティング等、今までと

はひと味違った内容でより詳しく理解することにつながったなどの声が出ている。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  同協定により福祉用具等物資の緊急配送体制を構築することで、災害時、福祉用具等物資の供

給を迅速に行い、福祉用具を必要とする被災者及び支援者を支援する。被災地における福祉環

境の改善に貢献する。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  同協定が普及されることで、同協会が創設した福祉用具選定士の需要拡大に貢献する。車いす、

特殊寝台、リフトや杖、歩行器等、介護保険の貸与項目になっている商品を中心に、一つの商品

▲商品供給の流れ 
▲供給体制のフロー図 
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に関して多種多様な商品をメーカーさん別に説明を聞けたり体感することができたり、理学療

法士の先生方から見た、福祉用具の選定の仕方や、杖の持ち手部分の形状やスリングシートの

設置についてなど、とても細かな部分まで学ぶことができるなど職能の価値を高めている。 

 

6 現状の課題・今後の展開など 

  まちづくりの一助として、自治体との連携を強化する。 

 

7 周囲の声 

  「町がつくる地域防災計画で、福祉用具の供給元は埋めなければならない穴だった。より町民

に安心を届けられる」（地方公共団体首長） 

 

 


